
  

 

 

 

平成３０年分の贈与税の申告状況 

 

国税庁より平成30年分の贈与税の申告状況について報道発表がありました。贈与税の申告書を提出した人員は49万4

千人で、前年分から2.5％減少しました。そのうち、申告納税額のあるものは36万人で前年分から2.5％減少し、申告納

税額は2,788億円で前年分から34.2％増加しました。贈与金額の大きい事案が多かったため、申告者数、納税者数は減少

した一方で、申告納税額は4年ぶりに増加する結果となりました。 

 

 １. 暦年課税及び相続時精算課税の申告状況  

 申告書を提出した人員のうち、暦年課税を適用した申告人員は45万1千人（そのうち、特例税率（注）適用者は22万

7千人）で、前年分から2.0％減となっています。なお、申告納税額は2,504億円で、前年分から43.3％増となっていま

す。 

（注） 特例税率とは、直系尊属（祖父母や父母など）から、その年の1月1日において20歳以上の者（子・孫など）への贈与税の計算に使

用する税率をいいます。 

 また、相続時精算課税を適用した申告人員は4万2千人で、前年分から4.7％減少し、申告納税額は284億円で前年分

から14.1％減少しています。 
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合計 
千人 千人 億円 万円 千人 千人 億円 万円 ％ ％ ％ ％ 

５０７ ３６９ ２,０７７ ５６ ４９４ ３６０ ２,７８８ ７７ △２.５ △２.５ ＋３４.２ ＋３７.７ 

暦年課税 ４６２ ３６６ １,７４７ ４８ ４５１ ３５７ ２,５０４ ７０ △２.３ △２.４ ＋４３.３ ＋４６.９ 

相続時精算課税 ４５ ４ ３３１ ８６６ ４２ ３ ２８４ ８５５ △４.７ △12.9 △１４.１ △１.３ 

（注1）両年分とも翌年3月末日までに提出された申告書の計数です。 

（注2）相続時精算課税に係る人員には、暦年課税との併用者を含んでいます。 

 2. 住宅取得等資金の非課税の申告状況  

 住宅取得等資金の非課税を適用した申告人員は5万8千人で前年分から0.3％減、住宅取得等資金の金額は4,818億円

で、前年分から 3.2％減、住宅取得等資金の非課税の適用を受けた金額は4,467 億円で、前年分より2.2％減となってい

ます。 
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千人 億円 億円 千人 億円 億円 ％ ％ ％ 

５８ ４,９７９ ４,５６６ ５８ ４,８１８ ４,４６７ △０.３ △３.２ △２.２ 

1人当たり ８５８万円 ７８７万円 1人当たり ８３０万円 ７７０万円 1人当たり △３.３ △２.２ 

（注）両年分とも翌年3月末日までに提出された申告書の計数です。 

【相続時精算課税の利用は慎重に！】 

相続税の節税を目的として相続時精算課税を利用する場合は、将来価値が上昇する可能性のある財産や将来にわたり収益

を生みだす財産を贈与財産として選択することが望まれます。しかし、最新の税務統計(平成 29 年分)によると、相続時精

算課税適用財産合計額のうち現金及び預貯金等が約 26％を占めています。現金及び預貯金等を贈与しても額面金額が相続

財産に加算されてしまい、その効果は期待できません。また、この制度を一度選択するとその贈与者との間で暦年課税に戻

ることができないこともあり、利用に際しては慎重に検討が必要です。 

 

（担当：西澤 潤） 
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